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南海トラフの巨大地震に関する新たな想定について

従来想定（2003年内閣府公表）の特徴

○過去の地震活動履歴に基づき、

次に起こりうる地震・津波を想定

○マグニチュード８クラスを想定

震度6強以上の地域：

9県120市町村

満潮位の津波高10ｍ以上の地域：

2県10市町村

○住民の避難、建物の耐震設計な

どに用いられる基礎資料

○あらゆる可能性を考慮した最大ク

ラスの地震・津波を想定。

次に起こりうる地震・津波を想定した

ものではない。

○マグニチュード９クラスを想定

震度6強以上の地域：

21府県395市町村

満潮位の津波高10ｍ以上の地域：

11都県90市町村

○住民の避難など、人命を守る取り

組みに用いられる基礎資料

（建物の耐震設計などを

念頭におかれたものではない）

今回想定の特徴

出所：2003年内閣府「東南海、南海地震等に関する専門調査会」検討資料 出所：2012年内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会」検討資料
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南海トラフ巨大地震の新たな想定震源断層域

従来想定（2003年公表）と比較し、断層域が拡大。

津波地震検討のため、太平洋側に新たな断層域が追加。

出所：2012年内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会」検討資料をもとに弊社加筆

拡大

拡大

拡大
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南海トラフの巨大地震による最大クラスの震度分布

（５ケースの最大値を重ね合わせたもの）

出所：2012年内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会」検討資料
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南海トラフの巨大地震による最大クラスの津波高＜満潮位＞

（１１ケースの最大値を重ね合わせた結果）

出所：2012年内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会」検討資料



5Copyright 2012, Copyright 2012, 東京海上日動リスクコンサルティング㈱東京海上日動リスクコンサルティング㈱ 無断転載・複写を禁止します。無断転載・複写を禁止します。

津波の高さグラフ（満潮時） 海岸における津波の水位の最大値分布

高知市

出所：2012年内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会」検討資料
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３．１１ 東日本大震災 以降のリスクマネジメント

Ｍ７

６弱

０．５ｍ

数十年～

百年に一度

Ｍ８

６強

２ｍ

数百年に

一度

Ｍ９

７

５ｍ以上

千年に一度

指標の例

地震の規模

震度

津波

数字はあくまで例

従来のリスクマ

ネジメントの対

象規模・範囲

発生確率

ＣＳＲのための

同業他社・業界連携

競争のための事業

継続（全社対応）

事業所の

早期復旧

商品の供給戦略

の柔軟性向上

初動対応・防災

対策の改善

従業員の安全確保を

主眼とした対応

二次災害・周辺へ

の影響防止の対応

３．１１以降の

世の中の期待レベル

�世の中の認識の変化 ・・・＞ 経営戦略としてのリスクマネジメント

• 首都直下地震、東海・東南海・南海地震をはじめとする巨大災害の脅威

• 世界経済に与える影響、ステークホルダーの厳しい目

• 一方、経済合理性は無視できない

影響度・

損害額

経営を維持するため

の最低限の業務継続

本社機能における

優先業務の継続

本社機能の継続
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３段階の被害想定

★レベル１

５０年に１度、１００年に１度など

比較的頻繁に経験する規模の災害

おおむね政府、自治体の想定規模であり、堤防などの計画

レベル 人と経済（家、工場、事務所）を守る

★レベル２

現在の科学知識をもって最大と想定される規模の災害

１０００年に１度など稀な規模の巨大災害

今回想定された南海トラフの想定などであり、堤防などの対応

を超えるレベル 人を守る、経済は守れない

★レベル２超

レベル２を超える規模の災害；海岸段丘ではみられる

想定外としないための設定
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被害想定にどこまで準拠するか

★南海トラフ連動型地震だけではない。

直下型地震にも注意が必要；中央構造線の地震の可能性
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大きな被害があることを想定

★堤防では守れない高さの津波が発生しうる

★建築基準法は命を守るところまでしか保証していない。

大きな揺れでは避難はできて命は助かるが、その後の商売

を継続することはできない

被災することを前提とした対策の必要性

�企業におけるＢＣＰ（事業継続計画）

�地域におけるＤＣＰ（地域継続計画）

①命が助かるための取り組みを実施する

②命が助かったら、経済の復旧復興のための取り組みをする
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事業継続計画の普及率（内閣府２０１２年３月公表）

事業継続計画の策定状況

大企業 策定済策定済策定済策定済みみみみ２８２８２８２８％ （ＢＣＰを知らない１２１２１２１２％）

中堅企業 策定済策定済策定済策定済みみみみ１３１３１３１３％ （ＢＣＰを知らない４５４５４５４５％）

出典 企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査（平成２１年１１月実施）

内閣府（防災担当）；実回答数1０１８社（回収率２０．２％）

事業継続計画の策定状況

大企業 策定済策定済策定済策定済みみみみ４６４６４６４６％ （ＢＣＰを知らない００００．．．．３３３３％）

中堅企業 策定済策定済策定済策定済みみみみ２１２１２１２１％ （ＢＣＰを知らない１３％）

大企業、中堅企業とも取組が進んでいる

ＢＣＰを知らない人は大幅に減少。

出典 企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査（平成２３年１１月実施）

内閣府（防災担当）；実回答数1６３４社（回収率２９．８％）
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不測の事態（危機・災害）などの発生により事業ﾘｿｰｽ（社員・施設・機器など）が損傷を

受け、通常の事業活動が中断した場合に、残存する能力で優先すべき業務を継続させ、

許容されるｻｰﾋﾞｽﾚﾍﾞﾙを保ち、かつ許容される期間内に復旧できるように、前もって代

替ﾘｿｰｽの準備を行ったり、災害発生時の対応方法や組織を規定したもの。

概念図
概念図概念図

現状現状現状現状のののの予想復旧曲線予想復旧曲線予想復旧曲線予想復旧曲線

BCPBCPBCPBCP実践後実践後実践後実践後のののの復旧曲線復旧曲線復旧曲線復旧曲線

災害発生災害発生災害発生災害発生
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100%100%100%100%

事後事後事後事後（（（（初動対応初動対応初動対応初動対応＆＆＆＆BCPBCPBCPBCP対応対応対応対応））））事前事前事前事前

復復復復 旧旧旧旧

許容限界許容限界許容限界許容限界

③③③③許容限界以上許容限界以上許容限界以上許容限界以上

ののののレベルレベルレベルレベルでででで事業事業事業事業

をををを継続継続継続継続させるさせるさせるさせる

②②②②許容許容許容許容されるされるされるされる

期間内期間内期間内期間内にににに操業操業操業操業

度度度度をををを復旧復旧復旧復旧させるさせるさせるさせる

許容限界許容限界許容限界許容限界

目目目目 標標標標

目標目標目標目標

①①①①目標目標目標目標とととと現状現状現状現状のののの復旧期間復旧期間復旧期間復旧期間のののの乖離乖離乖離乖離

事業継続とは
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ＢＣＰの重要な５要素

内閣府事業継続ガイドライン

①指揮命令系統の明確化

②本社等重要拠点の機能の確保

③対外的な情報発信および情報共有

④情報システムのバックアップ

⑤製品・サービスの供給

ＢＣＰの特徴

本社・主要拠点の被災を前提とする

（何らかの理由で被災する）

東日本大震災で市庁舎、本社、主要工場の壊滅的被害

が発生したが、これらを想定していた自治体、企業は少なかった
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本社

本社部門本社部門本社部門本社部門本社部門本社部門本社部門本社部門

情報システム

データセンター

ＩＴＩＴＩＴＩＴ部門部門部門部門ＩＴＩＴＩＴＩＴ部門部門部門部門

工場

製造拠点製造拠点製造拠点製造拠点製造拠点製造拠点製造拠点製造拠点

サプライチェーンサプライチェーンサプライチェーンサプライチェーン・・・・物流物流物流物流サプライチェーンサプライチェーンサプライチェーンサプライチェーン・・・・物流物流物流物流

納入先

納入先

部品供給メーカー

原材料供給メーカー

納入先

ベンダー

アウトソーシング先

売上高売上高売上高売上高、、、、利益利益利益利益、、、、市場市場市場市場におけるにおけるにおけるにおけるシェアシェアシェアシェア、、、、供給責任供給責任供給責任供給責任、、、、社会的責任社会的責任社会的責任社会的責任、、、、顧客離顧客離顧客離顧客離れのれのれのれの度合度合度合度合いいいい、、、、

事務破綻事務破綻事務破綻事務破綻のののの可否可否可否可否などをなどをなどをなどを評価評価評価評価しししし、、、、災害時災害時災害時災害時のののの製品製品製品製品やややや業務業務業務業務のののの優先順位優先順位優先順位優先順位をををを決決決決めるめるめるめる

売上高売上高売上高売上高、、、、利益利益利益利益、、、、市場市場市場市場におけるにおけるにおけるにおけるシェアシェアシェアシェア、、、、供給責任供給責任供給責任供給責任、、、、社会的責任社会的責任社会的責任社会的責任、、、、顧客離顧客離顧客離顧客離れのれのれのれの度合度合度合度合いいいい、、、、

事務破綻事務破綻事務破綻事務破綻のののの可否可否可否可否などをなどをなどをなどを評価評価評価評価しししし、、、、災害時災害時災害時災害時のののの製品製品製品製品やややや業務業務業務業務のののの優先順位優先順位優先順位優先順位をををを決決決決めるめるめるめる

重要業務重要業務重要業務重要業務のののの選定選定選定選定ののののポイントポイントポイントポイント

●どのおどのおどのおどのお客客客客さまにどのさまにどのさまにどのさまにどの製品製品製品製品をいつまでにおをいつまでにおをいつまでにおをいつまでにお届届届届けするのかけするのかけするのかけするのか！！！！
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①早期復旧戦略と②代替戦略と大きく分かれる

①早期復旧戦略 現場修復、在庫積み増し、など

代替戦略と早期復旧戦略の組合わせを考える。

②代替戦略 中堅中小企業の現実的対策は相互代替生産協定の締結

外部委託、ＯＥＭなど

大企業であれば、別工場での生産、バックアップセンター等

計画策定のポイント

重要なことは、大災害に見舞われても、事業を継続させ、製品を供給しつづ

けること（市場本位・顧客満足・ブランドの維持）。

重要なことは、大災害に見舞われても、事業を継続させ、製品を供給しつづ

けること（市場本位・顧客満足・ブランドの維持）。
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目標復旧時間目標復旧時間目標復旧時間目標復旧時間（（（（RTORTORTORTO；；；；Recovery Time ObjectiveRecovery Time ObjectiveRecovery Time ObjectiveRecovery Time Objective））））はははは、、、、企業企業企業企業へのへのへのへの財務的財務的財務的財務的なななな影響影響影響影響にににに加加加加えてえてえてえて、、、、

製品在庫量製品在庫量製品在庫量製品在庫量、、、、顧客顧客顧客顧客・・・・取引先取引先取引先取引先をををを含含含含むむむむ全全全全ステークホルダーステークホルダーステークホルダーステークホルダーへのへのへのへの影響影響影響影響、、、、シェアシェアシェアシェアややややブランドイメージブランドイメージブランドイメージブランドイメージへへへへ

のののの影響影響影響影響、、、、CSRCSRCSRCSR（（（（企業企業企業企業のののの社会的責任社会的責任社会的責任社会的責任））））のののの見地見地見地見地からからからから総合的総合的総合的総合的にににに検討検討検討検討するするするする。。。。

目標復旧時間目標復旧時間目標復旧時間目標復旧時間（（（（RTORTORTORTO；；；；Recovery Time ObjectiveRecovery Time ObjectiveRecovery Time ObjectiveRecovery Time Objective））））はははは、、、、企業企業企業企業へのへのへのへの財務的財務的財務的財務的なななな影響影響影響影響にににに加加加加えてえてえてえて、、、、

製品在庫量製品在庫量製品在庫量製品在庫量、、、、顧客顧客顧客顧客・・・・取引先取引先取引先取引先をををを含含含含むむむむ全全全全ステークホルダーステークホルダーステークホルダーステークホルダーへのへのへのへの影響影響影響影響、、、、シェアシェアシェアシェアややややブランドイメージブランドイメージブランドイメージブランドイメージへへへへ

のののの影響影響影響影響、、、、CSRCSRCSRCSR（（（（企業企業企業企業のののの社会的責任社会的責任社会的責任社会的責任））））のののの見地見地見地見地からからからから総合的総合的総合的総合的にににに検討検討検討検討するするするする。。。。

製品在庫量

財務的な見地からの

許容復旧時間

目標復旧時間目標復旧時間目標復旧時間目標復旧時間をををを決決決決めるめるめるめる要素要素要素要素

顧客からの要求（SLA）

SLA ；Service Level Agreement

現状現状現状現状のののの対策状況対策状況対策状況対策状況でのでのでのでの

予想復旧時間予想復旧時間予想復旧時間予想復旧時間

停止時間

影

響

度

ある時点から急速に影響度が

大きくなっていく

許容限度

目標復旧時間目標復旧時間目標復旧時間目標復旧時間（（（（RTORTORTORTO））））のののの決定決定決定決定ののののポイントポイントポイントポイント

目標復旧時間目標復旧時間目標復旧時間目標復旧時間
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＜＜＜＜１１１１＞＞＞＞ 製品製品製品製品のののの製造工程製造工程製造工程製造工程フローフローフローフロー

＜＜＜＜２２２２＞＞＞＞

詳細調査詳細調査詳細調査詳細調査をををを行行行行うべきうべきうべきうべきターゲットターゲットターゲットターゲット

事業所事業所事業所事業所のののの絞絞絞絞りりりり込込込込みみみみ

サプライヤー

Ｘ社

サプライヤー

Ｂ社

貴社

Ａ事業所

貴社

Ｂ事業所

貴社

Ｂ事業所

製品製品製品製品のののの流流流流れれれれ

供給元供給元供給元供給元のののの罹災罹災罹災罹災

物流物流物流物流インフラインフラインフラインフラのののの崩壊崩壊崩壊崩壊

・・・・・・・・・・・・

エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー・・・・副資材副資材副資材副資材

情報情報情報情報////人人人人////金金金金 のののの流流流流れれれれ

生産機能停止生産機能停止生産機能停止生産機能停止によるによるによるによる操業中断操業中断操業中断操業中断

物流物流物流物流インフラインフラインフラインフラのののの崩壊崩壊崩壊崩壊

・・・・・・・・・・・・

Input output
半製品・最終製品部品・原材料

生産設備生産設備生産設備生産設備のののの被災被災被災被災・・・・情報情報情報情報センターセンターセンターセンターのののの被災被災被災被災・・・・

システムシステムシステムシステム停止停止停止停止・・・・従業員従業員従業員従業員のののの罹災罹災罹災罹災、、、、・・・・・・・・・・・・

第２棟

第１棟

情報棟

＜＜＜＜３３３３＞＞＞＞

ターゲットターゲットターゲットターゲット事業所事業所事業所事業所のののの詳細詳細詳細詳細リスクリスクリスクリスク調査調査調査調査

ﾋﾋﾋﾋﾞ゙゙゙ｼｼｼｼﾞ゙゙゙ﾈｽﾌﾛｰﾈｽﾌﾛｰﾈｽﾌﾛｰﾈｽﾌﾛｰのののの分析分析分析分析・・・・ボトルネックボトルネックボトルネックボトルネックのののの洗洗洗洗いいいい出出出出しのしのしのしの進進進進めめめめ方方方方
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7

① 早期復旧戦略の例

・復旧時間の確保のために必要在庫の積み増し

・早期復旧支援会社（火災事故の修復、水害文書の修復）

との契約

・復旧のための手順をマニュアル化、工務店などとの連携

（注；工務店などは自治体や病院などが優先になるので

真っ先に駆けつける確約はできない）

・情報システムやデータのバックアップの保管を

専門会社に委託

事業継続の具体的な取組参考事例
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② 代替戦略の例

・同業他社の協力会社工場で緊急代替生産の

相互援助協定

（横浜の中小企業；メッキ工場などの協定）

（新聞社の新聞印刷相互支援協定）

・工場倒壊時には取引先の大企業の構内へ移転する

約束を取り付け

・同時に被災しない遠距離の第二工場へラインを分散

事業継続の具体的な取組参考事例
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事業継続事業継続事業継続事業継続マネジメントシステムマネジメントシステムマネジメントシステムマネジメントシステム

２０１２年５月１５日 国際標準規格ＩＳＯ２２３０１制定

ＰＤＣＡをまわすことによって事業継続能力の維持・改善を確保する

ISO22301の構成

１．適用範囲

２．引用規格

３．用語及び定義

４．組織の状況

５．リーダーシップ

６．計画

７．支援

８．運用 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８．運用

９．パフォーマンス評価 ８．１運用の計画及び管理

１０． 改善 ８．２事業影響度分析及び

リスクアセスメント

８．３事業継続戦略

８．４事業継続手順の確立及び導入

８．５演習及び試験の実施
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企業

第一者認証

認証機関

ＩＳＯであれば

世界中に通用する

取引先

第二者認証

第三者認証

審査

査察

認証の種類
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ISO22301のののの特徴特徴特徴特徴

マネジメントシステムによる第三者認証制度

ISO9001（品質マネジメント）、ISO14001（環境マネジメント）、

ISO27001（情報セキュリティマネジメント）と同様の仕組み

１．適用範囲

２．引用規格

３．用語及び定義

４．組織の状況

５．リーダーシップ

６．計画

７．支援

８．運用

９．パフォーマンス評価

１０． 改善

＊認証には内部監査が必須となる

P

D

C

A

組織の状況

リーダーシップ

計画

支援

運用

パフォーマンス評価

改善
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事業継続事業継続事業継続事業継続マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント特有特有特有特有のののの項目項目項目項目

事業継続計画に特有の項目

８．運用

８．１運用の計画及び管理

８．２事業影響度分析及びリスクアセスメント

８．３事業継続戦略

８．４事業継続手順の確立及び導入

８．５演習及び試験の実施



23Copyright 2012, Copyright 2012, 東京海上日動リスクコンサルティング㈱東京海上日動リスクコンサルティング㈱ 無断転載・複写を禁止します。無断転載・複写を禁止します。

着目点着目点着目点着目点

内閣府事業継続ガイドラインや中小企業庁のWEBで構築している企業のBCPは

国際標準規格による第三者認証を受ける場合に大きな変更はない。

ただし、ISO22301第三者認証で着目すべきいくつかの項目がある

○リーダーシップの重要性

○企業のリスク選好による対応度合い

○事業継続戦略

○インシデント対応体制

○警告とコミュニケーション

○復旧の手順文書化

○試験と演習

○パフォーマンス評価

○内部監査
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事業継続事業継続事業継続事業継続マネジメントマネジメントマネジメントマネジメントのののの認証制度認証制度認証制度認証制度のののの留意点留意点留意点留意点

第三者認証制度のメリット

・経営者が関与する

・要求水準は自分で決める。身の丈にあった活動ができる

・継続的改善を行う

★取引先や銀行などから評価される

第三者認証制度のデメリット

・文章主義に陥る

・形骸化しやすい

・活動は相対的であり、絶対的なレベルを保証しない
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事業継続事業継続事業継続事業継続マネジメントマネジメントマネジメントマネジメントのののの認証制度認証制度認証制度認証制度のののの留意点留意点留意点留意点－－－－２２２２

★ＢＣＰの内容次第では取引先から評価されない可能性

・目標復旧時間が取引先の要望とあわない

・重要業務（継続される製品やサービス）に自社が対象となっていなければ

意味がない

・第三者認証はあくまで目標への達成能力の維持と継続的改善能力に対し

て与えられており、実際の災害が発生した場合に本当に達成されるかは保

証ができない・・・・・これはないものねだり

★第三者認証制度をとっていても、最終的には相対の確認が不可欠

・認証取得だけでは満足せずに内容に踏み込んで調査

・購買部門の社員の取引先の評価、監査体制の強化
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サプライチェーンの実際

ＢＣＰ
自社代替

BCP ＢＣＰ

ＢＣＰ ＢＣＰ

自社代替

シングルソース

実は集中

分散発注

アンケートで確認

・・・・把握が困難

相互支援相互支援相互支援相互支援

協定協定協定協定



27Copyright 2012, Copyright 2012, 東京海上日動リスクコンサルティング㈱東京海上日動リスクコンサルティング㈱ 無断転載・複写を禁止します。無断転載・複写を禁止します。

事業継続事業継続事業継続事業継続マネジメントマネジメントマネジメントマネジメントのののの認証制度認証制度認証制度認証制度のののの留意点留意点留意点留意点－－－－３３３３

認証審査の留意点

★代替戦略が不可欠であるが、代替戦略がお互い様提携の場合、認証でどこま

で相手先の能力の確認をすることができるのか

★製造業では実際に代替ラインで製造を実施することは難しい、テストをどこま

での範囲で認めるか

★サプライチェーンの確認の困難さ

数次先で同時被災するか否かの判断が困難
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事業継続事業継続事業継続事業継続マネジメントマネジメントマネジメントマネジメントのののの認証制度認証制度認証制度認証制度とととと企業企業企業企業のののの影響影響影響影響

★取引先選定にあたって、納期厳守の蓋然性の高い企業との1次

スクリーニングでは高い評価を受ける

★銀行の低金利融資などで評価を受ける

★国際的な取引の中でＩＳＯの第三者認証は一艇評価を受ける

★海外のグループ会社も含めた企業グループ全体のＢＣＰ促進に

おいてＩＳＯは有効

★目標復旧時間の内容、重要な優先商品が自社製品かの確認

など第二者監査の必要性は残る

★サプライチェーンの数次先の同時被災リスクは残る
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事業継続事業継続事業継続事業継続マネジメントマネジメントマネジメントマネジメントのののの認証制度認証制度認証制度認証制度とととと企業企業企業企業のののの影響影響影響影響

★日本でもＩＳＯ22301のＪＩＳ化が開始

★すでに9カ国で国内規格化が促進

★発展途上国での関心が高い

★世界全体のサプライチェーンによる経済の一体化の中で諸外国

の評価も重要
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事業継続事業継続事業継続事業継続マネジメントマネジメントマネジメントマネジメントとととと危機管理危機管理危機管理危機管理

危機管理に関する 国際標準規格ＩＳＯ２２３２０も制定されている

ISO22320の構成

１．適用範囲

２．引用規格

３．用語及び定義

４．指揮・調整に関する要求事項

・役割および責務 ・指揮調整プロセス ・人的要因

・指揮・調整の体制 ・意思決定 ・指揮調整システム

・危機対応レベル ・指揮調整の資源

５．活動情報に関する要求事項

・活動情報を提供するプロセス ・処理及び操作 ・評価及びフィードバック

・計画策定及び指示 ・分析及び作成 ・活動情報

・情報収集 ・配信及び統合

６．協力および連携に関する要求事項

・協力 ・連携プロセス ・協力及び連携における情報共有

・調整 ・連携の目的 ・協力及び連携における人的要因
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まとめ

●自治体として

・県庁、市役所などの被災を想定する

・対策本部設置場所の代替を検討

・市民への重要なサービスの業務継続計画を構築する

・広域連携；受援体制、業務の標準化の検討

●企業の取り組み

・各企業のＢＣＰの構築

・代替戦略の充実、お互い様協定

★地域継続計画

・産官学連携；情報共有；フォーラムの開催

・自治会レベルの防災力の強化

・災害対応、復旧の優先順位の検討；合意形成
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地域継続計画のビジネスインパクトアナリシス（ＢＩＡ）

★地域の収入確保

★どのお客様にどの製品・サービスをいつまでに

★香川県として重要なブランド商品は何ですか？

★被災後、香川県としてはどの産業で県民を養うのでしょうか？

★阪神・淡路大震災の復興にあたり、復興にかかわる

事業の割合は 官：民＝３：７

（民間の資本や活力の導入が不可欠）

出典；林敏彦；大災害の経済学；ＰＨＰ新書
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質問？

ＴＲＣのサービスメニューについては、ウェブサイトでも

ご案内しております。刊行物のご案内や研究員レ

ポートも掲載しておりますのでご参照下さい。

http://www.tokiorisk.co.jp/


